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はじめに 

 これまで、個別大学生協が、構成員にと

って、自律的、持続的に発展するための「組

織としてのキー要素」は何か、を探り続け

てきた。そして今回、組織はどの組織もオ

ープンシステムである（環境とつながって

いる）ことを前提にして、以下 4 点を導き

だした。 

 第一に重要なことは、大学生協が協同組

合事業を行う健全な事業組織として、ビジ

ョンを実現するための、投資可能な経営実

績を生み出せる経営構造を持っていること

である。これは 78 年当時、福武会長理事の

「会長所感」の中で提言され、その後、大

学との協力関係を作ることとともに、大学

生協の経営指針として定着し、90 年代以降

は衆目の一致する所である。大学生協の場

合、それは赤字の克服という形でこれまで

の構造改善の課題として現れ、投資可能資

金の使途の展望議論にはまだ、弱さがある。

この概況をのべる。 

 第２には、事業組織の民主的意思決定構

造とその実際の運営、加えて協同を重視す

る組織文化が存在することである。このこ

とは、高業績を生み出している 10 億円規模、

20 億円規模の国立大生協の事例研究の中

から明らかになったことである。 

 第３には、高業績の事業組織＝企業（環

境の複雑さが異なる 3 つの業種全て）では、

問題解決（組織内コンフリクトの解決＝統

合の達成）は対面によって主体的に進めら

れていたことである（問題を明らかにして、

必要なら時間をかける、影響力を使う、リ

ーダーシップを使うことによって）。これは、

ローレンス＆ローシュの書と、20 億円規模

の大学生協事例から、あきらかになった。 

 第 4 には、組織が持続的に発展するには、

その組織内組織の部門 （注１）が、自律的

で真摯な環境適応とそこから生まれる意見

の不一致が存在することを尊重し合って、

解決する風土である。このことは 70 年代、

80 年代の組合員組織の多角化と強まりに

例証される。 

1. ビジョン実現のための、投資可能な経営

構造をもっていること 

 大学生協連の 1967 年総会、68 年総会で

意見がまとまり、1970 年に京都と東京で事

業機能強化のために、事業連合が発足した。

しかし大学紛争後も、各大学での厚生施設

設置要求は進み、文部省予算、大学予算で

の施設設置が進む。大学生協理論の主軸は、

運動体論が前面にあった。従って、大学生

協事業の経営概念は育たず、経常剰余「プ

ラスマイナスゼロ」が全体的経営感覚であ

った。そこに、福武「会長所感」が 78.12

に提起され、「厄介な存在から、頼りにされ
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る存在へ」、出来ることは自立して大きなこ

とで要望する、全国で利用出来る投資ので

きる経営へなどと、全国で共感を得られた

が、一気に経営構造は変るものではない。

で、大学生協の事業経営状況を 80 年から

10 年単位でみることにした。 

 全国の状況はどう変化していったか辿っ

てみた（注２）。80 年代については、経済

環境の影響をうけての悪化は全体で 82 年

25.6％、89 年 33,8％であって、全体的に安

定しているのである。この 10 年間に AAA

か AAB で経営構造の転換を組織ぐるみで

意思一致させた生協が 32.4％存在し、どの

規模にもちらばっている。90 年代に入ると

環境変化の影響を大きく受け、93 年までは

3 割程度であるが、94 年からは 5 割以上の

生協は経常剰余をマイナスにする影響を受

けた。そのような厳しさの中でも、90 年代

は前半中心に39.1％の生協が、AAAやBAA

と構造改善を成し遂げた。2000 年代、2007

年までは環境影響は 20％台と抑えている

が、2009 年は一挙に 53％に悪化した。そ

んな中でも大学生協連は 90 年代の経営改

善策を具体化した提案を進め、2000 年代は

45.4％の生協で、AAA か AAB かの経常剰

余率の連続改善を行って、構造改善を果た

した。 

 つまり、全国大学生協連は 70 年代末の福

武「会長所感」以降、全国各地に事業連合

を網羅して、事業強化をはかりながら、個

別生協の経営構造改善を促しつづけた。そ

して、80 年代で 32.4%、90 年代で 39.1%、

2000 年代で 45.4%の個別生協で経営構造

の改善を果たした。供給高 20 億円から 30

億円の規模では国立も私立も経常剰余率

BAA か AAA 策のところは一気に回復し、

BCB 方策か環境適合の方策がはずれたか

作れなかったところは DE や DC にとどま

ってしまう。10 億円以上 20 億円未満の場

合より小さい場合は、国立も私立も AAA 方

策をとろうという組織的な意思一致をはか

れば改善は可能であることを示している。 

個別生協の組織の力が強ければ、可能であ

ることを示している。しかし、30 億円以上

の国公立、20 億円以上の私立ではこの構造

は容易に作れなかった。 

 2009 年累積欠損金をもっている生協は

42.3％となり、厳しさは続いている。 

2. 民主的意思決定構造と協同の組織文化

が存在していること 

2-1 事業連合との対等性の保障 

個別大学生協は規模が小さく、連合会加 

盟の 94.8％の生協が 30 億円未満供給高（注

３）の独立した生協である。それが、ボラ

ンタリーな事業連帯組織＝事業連合との関

係で対等性をもつかどうかが意思決定上、

重要となる。これまで、大学生協は事業連

合に人を集めて事業強化をはかって来たが、

個別生協と事業連合との対等性を主張出来

る個別生協の意思決定がなければ、個別生

協の持続的発展は難しくなる。相互の対等

性で競いあってこそ、新しい発展の方向が

生み出せる。事業連合広域化の今だからこ

そ、事業連合の指向に引きずられる事なく、

個別生協の組合員組織の指向を吸い込んだ

主張ができるように、個別生協に人を配置

すべき時と考える（注 4）。 

 民主的意思決定構造とは、組合員組織（構

成員の層としての要望を理事会の中で述べ

ることのできる）の政策意思決定への主体

的参加が保障されていることである。「大学

生協は組合員がいない、理事がいない、職
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員がいない、の主体不在の協同組合」［小

池,2000,113］といわれる事態が、2500 人

規模の新設大学生協にあったというが、そ

のために小池はそこの理事長を 6 年頑張っ

たという。民主的意思決定構造は作り上げ

ていくものである。 

2-2 80 年代の全国教職員活動から切り離さ

れていた O大学生協の例 

 O 大生協（7.7 億円供給高）と、M 大生

協（9.3 億円供給高）はともに九州経済圏内

の医学部を含めて 4 学部の大学で、組合員

数はわずかに O 大生協が多い。しかし、供

給高は M 大の方が高い。その差の原因を検

討した所、70 年代後半から 80 年代は全国

的な教職員の交流活動が広がり、大学との

関係を改善し、大学の中に「協同するとい

う文化」が浸透した年代である。ところが、

O 大生協は連帯活動の場から「除名」され、

そこから隔絶されており、協同の組織文化

の外にいたことが一つ大きな原因になって

いると考えられる。(注 5) 

2-3 分散キャンパスの困難から改善を行っ

た Y 大生協の例 

 2010 年度、全国一位の累積剰余高の Y 大

学生協（20.1 億円供給高）は、2011 年まで

新学期教科書は生協委員の共同購入で取り

扱ってきたし、学生生活実態調査の報告書

を総代会の議案書に組み込み続けてきた。

また、80 年代の組合員組織を可能な限り維

持して、運営してきた。教職員委員会は担

当事務局がつけられないので休組状態であ

るが、90 年代に教職員委員会が存在してい

た組織文化は教職員組合員の中に残ってい

るといえる。また設立の過程も、4 キャン

パスで順に支部が設立されるという形で、

1960 年から 15 年かかっている。この生協

は組織文化を重視して経営改革を行ってき

た生協である。 

3.  高業績の事業組織は、問題解決はすべ

てオープンな対面で進められていたこと。 

 環境がダイナミックで多様な組織も、環境

が安定的で同質的な組織も、組織内コンフ

リクトの解決には共通して、オープンな対

面解決が用いられていた。自分自身の意見

をオープンに言えるだけの十分な信頼感を

もっている。（注 6）。大学生協の場合、ど

のような形をもっていたかをみると、前項

で取り上げた Y 大生協では、理事会、総代

会で問題をオープンにし、必要なら何年も

かけて共通の意志決定をはかっていた。公

式構造として、専務と常務は前専務と 7 年

間合議で技術上の問題も、市場に関する問

題もオープンにして統合する機関を持って

いた。その後も、専務。常務が組織の統合

にあたっている。正面から扱ってあいまい

にしない共通の意思一致への運びがあった。 

4. 組織内組織の自律的で真摯な意見の存

在を尊重して解決する風土があること 

（3 との連続性で存在するが、）組織が持続

的に発展するためには、組織内組織が活発

に競い合うことも必要である。競い合って

後に関係者全員がほぼ満足出来るよう統合

に向かう風土が必要である。ローレンスと

ローシュの調査によると、高業績の企業は

各部門が環境の要求する分化と効果的な統

合の双方がともに徹底して果たされていた。 

 大学生協では、大学紛争後の 70 年代、80

年代、全大学人による大学生協へと、従来

の学生委員会に加えて、教職員委員会、院

生委員会等が自らの要求を自ら検討するた

めに発足し、組合員としての生協委員会議、

総代会議などの委員会をサポートするよう
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になった。また様々な組合員委員会が存在

することになった。これら組合員委員会の

個別生協の意思決定への参加を、広報の徹

底によって、主体的意志として引き出す中

での信頼の風土が必要である。そこに、提

案があちこちから生まれる素地が育ち、個

別生協の理事会や、部門を越えた会議が統

合の機能をもつからである。 

おわりに 

 供給規模 20 億円以下の場合、国立も私立

も組織的意思一致があれば、経営構造完全

は可能であることを示している。そして、2、

3、4、の要素は個別大学生協を健全に持続

可能に組織とする必要条件として存在する。 

 

注1 仮に部門と呼ぶ。事業内容によって分けられた部

や各組合員組織委員会などである。 

注2 80 年から 2009 年まで大学生協経営資料によっ

て、個別生協の供給高、経常剰余、累積剰余をプ

ロットした。まず、供給規模、国公立、私立で特

徴が出ることを考えて 12 に分類した。そして単

年度の経営構造を全国比較するために経常剰余

率を使用した。また、投資可能構造への転換をみ

るために経常剰余率を A から E にクラス分けし

て累積剰余率への連続性を表すことにした。A は

経常剰余率 1.0、B は 0 から 0.9、C は-0.99 まで、

D は-1.0〜-2.9、E は-3.0 以上とした。３年続け

て AAA か AAB か継続できた場合は累積剰余に

影響した構造転換があったと判断し、継続して良

好な所を含めて経営構造改善とカウントした. 

注3 2010 年度数値、30 億円以上は 11 生協で、31.8%

の供給高を占める。 

注4 「対等性の保障は単位生協の組織も事業連合組

織と対等に渡り合える組織的独立が存在しなけ

ればならないし、単位生協の組合員要求は単位生

協でこそもっとも把握されているのである。」仲

田,2010PCC 分科会報告） 

注5 （注 この生協は小規模でも経営業績が安定し

ているという特徴があった。O 大生協は 1968 年

設立、72 年専従専務、76 年から中小企業論をま

なび、５年かけて 7 割をパート化し、パートの中

を 5 段階にわけ、中小企業として働き続けられる

事業組織にした。理事会、店長会議、全体会議（パ

ートも全員参加）を月一回、運営上の留意点は各

理事の参加型、最高決議機関の総代会が実出席

100 名以上（定数 140〜150）、その過程で人が育

ち、意思一致が確かなものになった。［仲

田,2012］） 

注6 ローレンスとローシュの調査によると、プラステ

ィック組織、食品加工組織、容器組織の高業績企

業は共通の行動様式をとっていた。３つの組織は

部門間コンフリクトを解決する行動様式として

全てオープンな対面解決を用いていた。［ローレ

ンス＆ローシュ,1967=1977,P176-179］） 
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